AJF・HFW・JVC・PRIME連続公開セミナー

「食料価格高騰がアフリカ諸国に及ぼす影響」第3回
投機マネーと食料価格
今、必要な取り組みは何か？
【開催概要】

講師：田中徹二さん

日時：2008年7月31日（木）18時30分～20時30分
会場：明治学院大学白金校舎　本館2階1253番教室
主催：（特活）アフリカ日本協議会（AJF）
　　　（特活）ハンガー・フリー・ワールド（HFW）

（特活）日本国際ボランティアセンター（JVC）


明治学院大学国際平和研究所（PRIME）

【本日のプログラム】
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［主催者連絡先］
特定非営利活動法人　アフリカ日本協議会

110-0015台東区東上野1-20-6　丸幸ビル2Ｆ
TEL　03-3834-6902/FAX　03-3834-6903

http://www.ajf.gr.jp
特定非営利活動法人　ハンガー・フリー・ワールド
102-0072　千代田区飯田橋4-8-13　山商ビル7階
TEL　 03-3261-4700 /FAX　 03-3261-4701
http://www.hungerfree.net/
特定非営利活動法人　日本国際ボランティアセンター

110-8605台東区東上野1-20-6　丸幸ビル6Ｆ

TEL　03-3834-2388 /FAX　03-3835-0519

http://www.ngo-jvc.net/
明治学院大学国際平和研究所
108-8636　東京都港区白金台1-2-37
TEL　03-5421-5652 /FAX　03-5421-5653
http://www.meijigakuin.ac.jp/~prime
【セミナー趣旨】
今年4月14日付のMSN産経ニュース「食糧高騰、各地で政情不安　世銀警告、犯人は－」は、食料価格高騰の背景を、以下のように解説している。

　低所得者向け高金利型住宅ローン（サブプライムローン）に端を発した金融危機を阻止するため、米連邦準備制度理事会（ＦＲＢ）による利下げは昨年９月以来３％に達し、欧州中央銀行（ＥＣＢ）などと連携した市場への資金供給も拡大。投機筋やファンドの膨大なマネーは、低迷する株・債券市場には向かず、原油や金、穀物の商品先物に流れ込んでいる。

　利下げによるドル安も、米国内のインフレ圧力を高めるだけでなく、通貨がドル相場と連動した他国にまで物価上昇を“輸出”。しかし、火元の米政府は「金融危機の対処がわれわれの最優先課題」（財務省幹部）とし、食料インフレの沈静化は後回しのようだ。

投機マネーの商品先物市場への流入によって食料価格が高騰する仕組みと、投機マネーの動きを制御し食料価格の引き下げと安定化を実現するために必要な施策について、オルタモンド事務局長の田中徹二さんより報告と提起を受けます。

【連続公開セミナー日程とテーマ】
気候変動が食料価格におよぼす影響、生物多様性との関係、食料価格高騰が人々の栄養摂取におよぼす影響などに関するセミナーを計画しています。
セミナー第1回「なぜ高騰する食料価格：食料価格はどうやって決まるのか？」から
農業者が経営の主体性、資源へのアクセスを持てるかどうかがポイント

第1回セミナーでの講演、質疑をまとめました。詳しく報告をAJFのウェブサイトで読むことができます。
1.　食料生産は人口増にともなって増加しており、今年度も史上最高を更新する見込みである。
2.　この3年間の小麦、粗粒穀物、米の生産と消費の変動は、今年に入ってからの価格高騰を予期させるものではない。
3.　世界最大のトウモロコシおよび大豆の生産国であり輸出国である米国で、2005年エネルギー法制定、2007年新エネルギー法制定によりトウモロコシのバイオ・エタノール原料への転換が急速に進んでいる。

4.　上記の結果、大豆からトウモロコシへの転作が進み、大豆が減産している。

5.　また、トウモロコシの備蓄が、FAOの設定する危険ラインである15％を切っている。

6.　トウモロコシ、大豆、小麦などの生産が、一部諸国に集中している。

　トウモロコシ：米国、中国

　大豆：米国、ブラジル、中国

　小麦：米国、カナダ、オーストラリア

7.　小麦の主要な輸出国であるオーストラリアでの2年続きの干ばつにより、小麦価格は急上昇した。

8.　米国のトウモロコシ生産地域での大洪水が、トウモロコシ価格に影響するだろう。

9.　米は生産国での消費も多く、国際市場での流通量は変動しやすい。

10.　小麦、米、大豆の備蓄も数十年来の低水準だが、危険ラインには達していない。

11.　今年前半の米価格急上昇は、流通の各段階での買い占め、出荷制限によるものだと思われる。

12.　小麦、トウモロコシ、大豆などの国際市場、流通は、米国に基盤を置く穀物メジャーの強い影響下にある。

13.　穀物メジャーは流通量コントロールなどを通して市場価格に強い影響力を持っている。

14.　輸入食料依存度の大きな途上国は、大きな影響を受けている。

15.　途上国の農民の生産コストよりも安価な食料輸入は、農民に市場への出荷意欲を失わせる。

16.　輸入価格が高騰すると、自身も食料購入者である農民も困窮する。

17.　アフリカの独自の食料であるプランテンバナナ価格もウガンダでは高騰しており、4～5年前の倍ぐらいになっている。

18.　キャッサバやヤムイモの価格がどうなっているのかを調査する必要がある。

19.　原油高が輸送費、生産コストに影響していること、諸物価も高騰していることが、バナナ価格の上昇に関わっているものと思われる。

20.　ネリカ米が喧伝されているが、米の生産は、食慣習、共同体による水管理や共同耕作などと深く関わっており、アフリカでどのくらい広がるのか疑問だ。
21.　 農業者が経営の主体性、資源へのアクセスを持てるかどうかがポイントであり、日本を含めた世界の国際協力、NGOあるいはアフリカにおける政策立案者との会合は、そのことが可能になる秩序をどういうふうに作っていくのか、という問題意識を持ってなされるべきだ。
セミナー第2回「バイオ燃料推進と食料価格高騰の関係」から

先進国は、途上国の食料を燃料にしようとしているのか？

AJF・HFW・JVC・明治学院大学国際平和研究所共催連続公開セミナー「食料価格高騰がアフリカ諸国に及ぼす影響」第2回「バイオ燃料推進と食料価格高騰の関係」の要点をごく簡潔にまとめました。

当日配布した資料を必要とする方には、MSワードと画像pdfのファイルを送ります。AJF事務局（info@ajf.gr.jp）宛に連絡下さい。

1. EU、日本などがバイオ燃料に関する数値目標を達成するためには、アフリカ諸国を始めとする途上国に大量のバイオ燃料を生産させ、輸入する必要がある。

     →　先進国は、途上国の食料を燃料にしようとしているのか？

2. アフリカの農村開発、農業収入拡大につながる可能性があると注目されているヤトロファの大量生産は始まったばかりで、実際にどれだけの収量があるのか、環境や農家の収入に何をもたらすのか、よくわかっていない。

     →　夢の話だからお金も人も動いている？

3. このまま食料作物のバイオ燃料への転用が拡大していけば、世界中で摂取カロリーの減少が進んでいく。

     →　MDGs達成にとって、バイオ燃料推進は大きな問題

4. 食料援助にも大量に使われていた米国のトウモロコシ在庫が、2007年末に制定された新エネルギー法の下でより高値で売れるバイオ燃料原料へとシフトしている。

→　米国のエネルギー法が変わると、飼料・食料向けとバイオ燃料原料向けとのバランスが変わる可能性がある
5. G8は、農業補助金の削減、農産物自由化をさらに推し進めるWTOドーハ開発ラウンドによって農産物がさらに市場化されることが食料価格引き下げにつながるという前提に立っている。

→　食料主権を求める農民たちと、「安価な食料」を求める消費者、都市生活者の間の連携はあるのか？

6. 世界最大の純食料輸入国・日本がさらに食料を輸入しようとすることで起きる価格上昇や奪い合いによってさらに途上国が苦しむ可能性が高い。

     →　日本の食料問題への対応が途上国支援にもつながる可能性がある

· 今年3月、稲泉さんがAJF食料安全保障研究会公開セミナー「アフリカ農業とバイオ燃料問題」で今回の問題提起につながる報告をしました。この報告は、食料価格高騰がアフリカに及ぼす影響を特集したAJF会報「アフリカNOW」第81号に掲載されています。必要な方には、代金500円＋送料160円で頒布します。AJF事務局（info@ajf.gr.jp）宛に連絡下さい。
連続公開セミナー「食料価格高騰がアフリカ諸国に及ぼす影響」第3回

投機マネーと食料価格　今、必要な取り組みは何か？

田中徹二（オルタモンド事務局長）

１、穀物・原油ほか商品市場の価格高騰の要因は「需給要因（逼迫）」から起きているものではない

・穀物：2007年世界の穀物生産量最高（5.3％増、2,162百万トン）

・石油：「消費国における在庫、OPECの余剰生産能力、ともに最近になって著しく悪化しているわけではない」（「エネルギー白書 2008」資源エネルギー庁）

・「インド人の食料需要の拡大が（食料価格高騰の）原因だ」（ブッシュ米国大統領）

⇒短期的要因（課題）と中・長期的要因（課題）を混同すべきではない

２、食料価格高騰と原油価格高騰を切り離して論ずるべきではない

・かつては穀物価格と原油価格は逆相関関係→06年以降同時上昇傾向

・投機マネー、とくにインデックスファンドのインパクト大

⇒先物市場の約４割（08年残高は03年の約15倍　二大インデックスファンドだけで2,420億ドル）

・原油先物価格が下がれば、穀物価格はもとよりおおよその商品価格が下がるという関係

　⇒原油最高値（1バレル当り）：147.27ドル（7月11日）→123.26ドル（7月25日）　16％減
　　トウモロコシ最高値（1ブッシェル当り）：　

7.2ドル（6月26日）→5.8ドル（7月25日）　　　　 19％減

３、投機マネーがなぜ穀物・原油先物市場に？　その種類は？

・米国のサブプライムローンの破綻と株、ドル下落→過剰流動性（投機マネー）が債券、株、為替市場から価格上昇が見込める穀物・原油等国際商品先物市場に流入

・投機マネー：ヘッジファンドや年金等の公的ファンド、そして産油国や新興経済国の政府系ファンド（SWF）
　⇒後二者は新たにインデックス（商品指数）ファンドという金融手法を使って商品市場になだれ込む

４、投機マネーが穀物や原油価格をどれほど上昇させたか？

・原油：33～44％（07年第4四半期　１バレル90ドル時）　

・トウモロコシ：約42％（07年12月末　１ブッシェル4.56ドル時）
　⇒今日の価格、前者123.26ドル、後者約5.8ドルであるから、その上昇率はさらに高まっている

５、投機マネーを規制し、価格を下げるには？

・先物市場への直接規制：情報公開は前提として、インデックスファンドやヘッジファンドの建玉（持ち高）規制、取引所税など
　⇒米議会が「7月末にも投資マネーの商品投資を制限する法案を成立させる意向」に注目

・投機マネーそのものの規制：通貨取引税の導入（様々なファンドの資金が国境を超えて各国商品市場に流入しているが、国境を超えるには必ず通貨取引を伴うことから、ここに取引税を課す）

＜参考＞英国での有価証券取引税（株取引に0.5％課税し、70億ドルの税収）

　　　　中南米各国での金融取引税（預金引き落としに課税など）

６、どんな取り組みが求められているか？

・投機マネー規制のための国民運動（勤労者、年金生活者、農・漁民ほか全ての国民諸階層が被害者に）

　⇒日本政府へ

・　　　〃　　　　　　　国際運動（このままではミレニアム開発目標達成が水泡に帰すことに！）

　⇒国連、各種サミットへ（9月国連MDGsハイレベル会合、11月国連開発資金フォローアップ会合）

・11月「実現しよう！国際連帯税！」東京シンポジウム（仮称）の準備
《関連するニュース》

【2008.4.14 21:44　MSN産経ニュース】
食糧高騰、各地で政情不安　世銀警告、犯人は－

　【ワシントン＝渡辺浩生】記録的な食料価格高騰に不満が爆発した民衆の暴動が世界に広がっている。中米ハイチでは首相解任の事態に発展した。世界銀行はアフリカなどの途上国や最貧国で飢餓や政情不安が今後も拡大すると警告。米国発の金融危機を受けた利下げや、バイオ燃料ブームがこの食料インフレに拍車をかけており、沈静化に決め手はないのが実情だ。

　「世界中で空腹に苦しむ人が増えており、実態は日々深刻化している」

　ゼーリック世銀総裁は、先週当地で開催された国際通貨基金（ＩＭＦ）との合同開発委員会などの場で、食料価格高騰で庶民の生活が圧迫され、世界３３カ国が政治・社会的混乱の危険に直面していると警告。各国政府に対し、援助用食糧不足に直面する国連食料計画（ＷＦＰ）に緊急で５億ドル提供するよう呼びかけた。

　世銀によると、世界の食料価格が２００５年以来実に８３％も上昇。中でも米は２カ月で７５％上昇、小麦は昨年来１２０％上昇した。ＩＭＦも今年の新興国・発展途上国の消費者物価は食料・エネルギーの高騰で７・４％上昇と予測する。

　その構図は原油価格高騰と類似する。中国やインドなど新興国の急成長や人口急増の需要要因では説明がつかない。先進国の金融緩和による投機資金の膨張が犯人のひとりだ。

　低所得者向け高金利型住宅ローン（サブプライムローン）に端を発した金融危機を阻止するため、米連邦準備制度理事会（ＦＲＢ）による利下げは昨年９月以来３％に達し、欧州中央銀行（ＥＣＢ）などと連携した市場への資金供給も拡大。投機筋やファンドの膨大なマネーは、低迷する株・債券市場には向かず、原油や金、穀物の商品先物に流れ込んでいる。

　利下げによるドル安も、米国内のインフレ圧力を高めるだけでなく、通貨がドル相場と連動した他国にまで物価上昇を“輸出”。しかし、火元の米政府は「金融危機の対処がわれわれの最優先課題」（財務省幹部）とし、食料インフレの沈静化は後回しのようだ。

　トウモロコシが原料のバイオ燃料エタノールの増産も、トウモロコシから小麦、大豆の価格高騰に波及。エタノール増産に米政府が農家や業者に拠出する巨額の補助金を世銀・ＩＭＦの専門家も問題視するが、「最大の出資国米国に配慮して公然と批判は難しい」（世銀幹部）という。
【http://www.nikkei.co.jp/kaigai/eu/20080705D2M0501805.html】
バイオ燃料で食料価格75％高、世銀まとめ　英紙報道

　【ロンドン＝欧州総局】英紙ガーディアンは4日、2002年から今年2月までの間に、バイオ燃料の影響で食料価格が75％上昇したと推計する世界銀行の内部報告書の中身を報じた。米国のトウモロコシなどが燃料の原料に使われたほか、投機資金の流入などが食料価格を押し上げたとしている。

　同紙によると世銀は報告書を4月にまとめたが、食料価格高騰の主因は中国など新興国の需要増とする米政府の主張に配慮し、公表しなかったという。

